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1.1 背景 

 我が国では，今日に至っても東京への業務の一極集中に歯止めがかからない状況であ

る．2014 年 5 月 8 日には日本創成会議より「ストップ少子化・地方元気戦略」が発表さ

れ，2040 年に若年女性の流出により全国の 896 市区町村が「消滅」の危機に直面すると

いう試算がなされた．1)このような結果を受けて，安倍政権は，2014 年 7 月 25 日に，内

閣官房に「まち・ひと・しごと創生本部」設立準備室を発足させ，人口減少と東京一極集

中の両問題の共通解に地方再生というテーマを設定した．現在までに地方創成に関する取

り組みを積極的に行っている． 

東京一極集中とは一般に，日本において，政治・経済・文化・人口など，社会における

資本・資源・活動が首都圏，特に東京都に集中している状況のことを指す．東京圏に人・

モノ・資金・情報・サービス・機能・娯楽が集中することにより，東京圏以外は経済的に

衰える地域が多い．また，「集積の経済」と呼ばれる，取引や交通，コミュニケーション

にかかる費用を節約し，生産性を向上させることを目的として異業種の企業が集中して同

じ地域に立地する現象によるものも大きく影響している． 

政府はこれまでにも東京一極集中の是正に関して，言及し対策の検討を行ってきた．

1959 年には首都圏に，1964 年には近畿圏に工場等制限法を施工し，大都市圏への集中是

正という観点から既成市街地における工場等の制限に関する規制が行われた．また，首都

機能移転に関して，初めて 1977 年第 3 次全国総合開発計画で国土政策上の重要な課題と

言及した．しかし，その後は 1987 年第 4 次全国総合開発計画，1990 年国会等の移転に関

する決議，1998 年 21 世紀の国土のグランドデザイン，1999 年国会等移転審意義会答申

に至るまで引き続き検討または重要課題と位置づけをするにとどまった．さらに 2003 年

国会等移転に関する特別委員会では，「移転は必要であるが最適な候補地に絞り込めな

い」と決議するに至り，2006 年の首都機能移転から道州制への政策転換では首都機能移転

の利点が薄くなるとともに，各移転候補地で財政問題の顕在化により議論が沈静化に至っ

た．このように東京一極集中への懸念から，幾度も首都機能移転に関する議論が行われて

きた．結果的に一部はさいたま新都心への移転が実現したが，一極集中是正に繋がるよう

な思い切った首都機能移転・分散政策は実現されなかった．2) 

 また，図 1-1-1 に地域格差変動係数と GDP 実質成長率の関係を示した．このように

地域格差は全国の経済成長の動向と密接に関連しており，地方創成には，地方経済の活発

化が不可欠である．3)そうした中で，地域に直接的・間接的な経済波及効果をもたらすと

いわれている公共投資を担う土木業界の経済に対する影響度は大きいと考える． 
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1.2 研究目的 

東京一極集中に関する研究はさまざまな観点から既になされている．さらに前述したと

おり，東京一極集中の是正を念頭に置いた議論も現在に至るまで続いている．しかし，業

種ごと，さらには土木業に限った研究，議論はなされておらず，日本経済への貢献，災害

時の必要性を鑑みれば，土木業の一極集中性を調査すべきであると考える． 

本研究では，社会基盤の維持更新・災害対応力の確保・地域の担い手の継続的な確保の

観点から，土木事業，土木教育，土木に関する研究を遂行する力が，経営学において事業

を成功へ導く「経営の三要素」とされている「人材・費用・資産」に関して適切に分布し

ているか，偏在の実態を検証する．また，それらの相関関係を分析することによって，そ

の対策を検討するとともに，他業種との比較を行い優位性または問題点の把握を行う． 
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1.3 研究方法 

 インターネットあるいは問い合わせによって収集した「人材・費用・資産」に関する都

道府県別分布データをもとにジニ係数によって評価を行う．ジニ係数とは，格差を測る指

標であり，0 から 1 までの値をとり，分布が平等であれば 0 に近づき，不平等であれば１

に近づく係数である．値の大きさが不平等度を測る指標として用いられている．4)また，

ジニ係数の算出に際してはローレンツ曲線を用いる．ローレンツ曲線は，ある事象の集中

の度合いを示す曲線のことである．横軸に，各階級の度数（人数など）を全体の度数で割

った「相対度数」を累積して並べた累積相対度数をとり，縦軸に，階級値と度数を掛け合

わせ，全体に占める割合を累積していった値（累積配分比率）をとる．4)本研究ではロー

レンツ曲線及びジニ係数の算出に際し，各県の人口の大小による影響を省くため，県民あ

たりのとはせずに県別分布データをそのまま用いた． 

一般にローレンツ曲線・ジニ係数は，所得格差を求める際に多く用いられる傾向がある

が，安藤・谷口・松中らの「サイバー空間に着目した店舗の立地実態分析:都市階層・構造

への影響に関する考察」5)において，サイバースペースにおける店舗の立地が，実空間と

比較して集中傾向にあるのか，分散傾向にあるのかを比較した活用事例がある． 

また，浜松によれば算出されたジニ係数の評価として，ジニ係数については，相対的な

評価は当然できるが，その水準自体の是非を問う絶対的な評価は主観的なものとならざる

を得ないとしている．6)しかし，表 1-1-1 のようなジニ係数を評価する一つの目安を提唱し

ている．また，相対的評価を行う対象として，土木業と同等な公共性を有していること，

資格の重要性などの条件から医療分野の医師数を用いることとした．公共性の定義を，広

く社会一般に利害・影響を持つ性質，特定の集団に限られることなく，社会全体に開かれ

ていることとした結果，国民皆保険や国立，県立さらに民間による運営もされていること

などから，土木業と同程度の公共性を有していると判断した．また，資格に関して医師数

のほかに，看護師，放射線技師，理学療法士，薬剤師など多様に存在する．さらに，医療

分野は社会インフラと呼ばれる社会的な生産基盤の一つとして，土木と同じ括りにされる

こともあるため評価の対象とした． 

本研究では表 1-1-1 によるものと医療分野による比較の二つによってジニ係数の評価を

行うものとした 
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1.4 研究構成 

 次章以降の構成を以下に示す． 

第 2 章では，人材に関する調査によって得られたデータをもとにローレンツ曲線よりジ

ニ係数を算出した．本研究における人材の定義として，土木事業・土木学に関わる有資格

者とし，測量士・土木学会員・基幹技能士を対象とした． 

第 3 章では，費用に関する調査によって得られたデータをもとにローレンツ曲線よりジ

ニ係数を算出した．本研究では，土木に関する費用の分布として，土木費・施行県別完成

高・所在県別完成高を対象とした． 

第 4 章では，資産に関する調査によって得られたデータをもとにローレンツ曲線よりジ

ニ係数を算出した．本研究では，土木に関する資産の分布を知る対象として，重機数を選

定した．各県の重機数保有の実態は建設機械動向調査によって行われているが，地方ごと

の保有建設重機数の推定しか行われておらず，各都道府県の保有建設重機数が把握できな

い．そこで本研究では全都道府県の建設事業所数,建設業従業者数,土木工事受注高の比率

から推定を試みた． 

第 5 章では，第 2 章か第 4 章までの調査によって得られたジニ係数の評価を行った．絶

対評価，相対評価の両面から評価を行った．なお，相対評価で用いた比較対象として，医

療・教育分野を用いた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1-1 47 都道府県の１人当たり所得に関する格差の推移 

（地域格差とその原因に関する一考察より引用） 
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表 1-1-1 ジニ係数の評価の目安 

 

～0.1 
平準化が仕組まれる人為

的な背景がある 

0.1～0.2 

相当平等だが，向上への

努力を阻止する懸念があ

る 

0.2～0.3 
社会で一般にある通常の

配分型 

0.3～0.4 

少し差があるが，競争の

中での向上には好ましい

面もある 

0.4～0.5 格差がきつい 

0.5～ 
特段の事情がない限り是

正を要する 
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土木業に関わる人材の調査 
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2.1 調査対象の選定 

 土木事業・土木学に関わる有資格者の分布によって調査を行った．本研究で対象とした

資格一覧を表 2-1-1 と表 2-1-2 に示した．国家資格は，法律に基づいて国が実施する試験

などにより，個人の知識や技能が一定の段階以上に達していることを行政が確認し，その

結果として行政のその権限に基づいて一定の行為を行うことを許可するもの 7)であるた

め，その重要性から土木に関するものを判断し，選定を行った．本研究では，表 2-1-1 に

記された一覧より，問い合わせが明確であるものの中から回答が得られたものを用いた．

また、登録基幹技能士者も対象とした．登録基幹技能者とは，平成 8 年に専門工事業団体

による民間資格としてスタート後，平成 20 年 1 月に建設業法施行規則が改正され，新た

に「登録基幹技能者制度」として位置付けられたものである．現在では，同年 4 月以降に

国土交通大臣が登録した機関が実施する登録基幹技能者講習の修了者は，登録基幹技能者

として認められ，経営事項審査においても評価の対象となる．8)そうしたことから，土木

の現場での必要性，重要性を加味し選定に至った． 

 

 

2.2 調査概要 

 測量士に関する調査は，平成 27 年度 3 月末時点での正会員、準会員、特別会員（法人

会員）の県別分布となっており，会員への総会資料として掲載，配布されているものであ

る．また，土木学会員に関する調査として平成 24 年 12 月に土木学会企画委員会によって

行われた「第二回技術者動向調査」9)を用いた．これは，土木学会員の学歴，勤務地，年

齢などの分布状況を学会員データベースによって把握されたものである．また，同様の調

査によって技術者の分布を得た．職域ごとに代表的な企業や団体を選定し，アンケート調

査を実施して職域における年齢，学歴， 有資格者の特性を把握するとともに，退職とそ

の後の活用及び転職など流動性に関する事項，研究組織，技術者数の予測ならびに土木事

業量の予測に関する見解を調査したものである．よってここでの技術者の定義として，民

間企業（ゼネコン・コンサルタント・鉄道など）や公共団体（地方・中央官庁），そして

公社・公団・事業団などの土木系業務に携わる者とした． 
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2.3 調査結果 

 表 2-3-1 と表 2-3-2 にそれぞれ各都道府県の技術者と基幹技能士の有資格者数を示し

た．また，図 2-3-1 に技術者に関するローレンツ曲線を，表 2-3-3 にそれらに関するジニ

係数を示した．さらに，図 2-3-2 に基幹技能者のローレンツ曲線を表 2-3-4 にそれらのジ

ニ係数を示した． 

 

2.3.1 評価 

ジニ係数が一番高い値となったのは測量士準会員であるが，これは準会員が 1 人もいな

い県が約半数を占める一方で，最大値が 73 人と非常に大きな差があることが要因だろ

う．表 1-1-1 によれば格差がきついまたは是正を要するとされるジニ係数 0.4 を上回る結

果となったのは，測量法人会員以外のすべてであった．医療分野の医師数のジニ係数 0.45

は，国内すべての医師を対象とした調査であり，それは小さな診療所にまで及ぶことを考

慮すれば，比較的高い値となっている．さらに土木学会員が土木に関する情報の発信源と

するならば，ジニ係数 0.62 というかなりの集中が見られる値は問題なのではないか．技術

者の値に関しても，前述のとおり土木業の中心的存在であり，0.64 という集中傾向が見ら

れる値は同様である．最もジニ係数が低い値となった測量士正会員においても 0.41 を示し

ている． 

 基幹技能者でジニ係数が最も高い値とのなったのは，トンネル基幹技能者であった．反

対に最も低いものは機械土工基幹技能者となった．トンネル基幹技能者のジニ係数が高く

なった要因は，全国に 449 名存在するがその半数以上の 260 名が東京にいることである．

ほかの基幹技能者はこれほどの差は示していない． 
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2.3.2 分布評価 

 表 2-3-5 から表 2-3-10 に，技術者の分布図をそれぞれ示した．なお，この分布図はそれ

ぞれの各都道府県の人数を適当な振り分けによって 5 分割し，多数であれば濃い赤に，少

数であれば薄い赤に色分けしたものである．各都道府県で 0 人である場合は，白色となっ

ている．表によれば，東京都及び関東地方に集中傾向にあることがわかる．また，愛知

県，大阪府，福岡県といった大都市にも集中傾向がみられ，土木業の中心的な役割を担う

資格保有者が適切に分布していない． 

 表 2-3-11 から表 2-3-21 に，基幹技能士の分布図をそれぞれ示した．基幹技能士は，国

家資格よりも専門的で，より現場に近い存在であることから，土木業の実情をより明確に

示していると考えられる．しかし，表によればほぼすべての指標において東京都がより濃

い赤となっていることが解る．しかし，コンクリート圧送を除けば技術者程，首都圏に集

中していないのではないか．やはり，基幹技能士の特性から過度な集中が抑えられたこと

によるものであると考えられる． 
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表 2-1-1 土木業に関する国家資格一覧 

 

 

 

 

 

表 2-1-2 土木業に関する基幹技能者一覧 

 

資格名 有資格者数 問い合わせ先 法律 備考

文部科学省認定

有資格者数は部門で
分かれていて複雑

技術士、技術士補（上下水道） 6529（H26） 文部科学省認定
測量士、測量士補 ※ 日本測量協会 測量法 国土地理院認定

全国建設研修センター
全国土木施工管理技士会連合会

全国建設研修センター
ダム水源地環境整備センター

給水装置工事主任技術者 ※ 給水工事技術振興財団 水道法
下水道管理技術認定試験 ※ 日本下水道事業団 日本下水道事業団法

土地改良専門技術者 ※ 土地改良測量設計技術協会？ 土地改良法
クレーン・デリック運転士 ※
移動式クレーン運転士 ※

※最近の年度ごとの合格者数は公開されているが、有資格者総数は不明

国土交通省

ダム管理主任技術者 ※ 河川法 場所が限定される

安全衛生技術試験協会 厚生労働省認定労働安全衛生法

10299（H26）土木施工管理技士（1級） 建設業法

技術士、技術士補（建設） 45445（H26）
日本技術士会 技術士法

資格名 有資格者数（人） 問い合わせ先 備考

＊圧接基幹技能者 447(H27) 全国圧接業協同組合連合会 国土交通省提唱
＊橋梁基幹技能者 491（H27） 日本橋梁建設協会 国土交通省提唱

＊PC工事基幹技能者 758(H27) プレストレスト・コンクリート工事業協会 国土交通省提唱
＊鉄筋基幹技能者 2067(H27) 全国鉄筋工事業協会 国土交通省提唱
＊型枠基幹技能者 3247(H27) 日本型枠工事業協会 国土交通省提唱

＊トンネル基幹技能者 434(H27) 日本トンネル専門工事業協会 国土交通省提唱
＊コンクリート圧送基幹技能者 603(H27) 全国コンクリート圧送事業団体連合会 国土交通省提唱

全国基礎工業協同組合連合会
日本基礎建設協会

日本建設躯体工事業団体連合会
日本鳶工業連合会

＊機械土工基幹技能者 3184(H27) 日本機械土工協会 国土交通省提唱
＊標識・路面標示基幹技能者 689(H27) 全国道路標識・標示業協会 国土交通省提唱

再開発プランナー 3043(H27) 再開発コーディネーター協会 唯一の再開発専門資格
コンクリート技士・コンクリート主任技士 ※ 社団法人日本コンクリート工学会 国土交通省により規定

舗装施工管理技術者(１級・2級） 50363(H26) 日本道路建設業協会 入札評価項目の使用増

常温溶射管理技士 ※ 鋼構造物常温溶射研究会
２級施工管理技士などの受

験が必要

＊基礎工基幹技能者 730(H27) 国土交通省提唱

＊鳶・土工基幹技能者 3688(H27) 国土交通省提唱
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表 2-3-1 技術者の都道府県別登録者数 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 人数 偏差値 人数 偏差値 人数 偏差値 人数 偏差値 人数 偏差値 人数 偏差値
北 海 道 562 68.7 36 67.1 226 96.9 1600 58.6 250 61.8 4569 68.6
青 森 県 123 45.8 0 45.7 65 55.0 200 46.0 10 42.7 253 46.6
岩 手 県 165 48.0 0 45.7 45 49.8 180 45.9 15 43.1 394 47.3
宮 城 県 252 52.5 23 59.4 83 59.7 800 51.4 170 55.5 1501 52.9
秋 田 県 114 45.4 1 46.3 53 51.9 100 45.2 30 44.3 296 46.8
山 形 県 76 43.4 0 45.7 51 51.4 90 45.1 0 41.9 318 46.9
福 島 県 149 47.2 1 46.3 64 54.8 300 46.9 30 44.3 1087 50.8
茨 城 県 303 55.2 2 46.9 29 45.7 900 52.3 90 49.1 781 49.3
栃 木 県 133 46.3 0 45.7 24 44.4 300 46.9 50 45.9 229 46.4
群 馬 県 176 48.6 0 45.7 18 42.8 290 46.9 30 44.3 275 46.7
埼 玉 県 516 66.3 2 46.9 49 50.9 1600 58.6 180 56.3 1101 50.9
千 葉 県 288 54.4 1 46.3 35 47.2 1950 61.7 210 58.6 678 48.7
東 京 都 1164 100.0 30 63.6 155 78.4 6950 106.3 490 81.0 12244 107.9
神奈川県 442 62.4 0 45.7 47 50.3 2500 66.6 220 59.4 1262 51.7
新 潟 県 245 52.2 0 45.7 80 58.9 450 48.3 100 49.9 1168 51.2
富 山 県 111 45.2 0 45.7 43 49.3 200 46.0 5 42.3 389 47.3
石 川 県 92 44.2 0 45.7 35 47.2 250 46.5 80 48.3 413 47.4
福 井 県 63 42.7 0 45.7 20 43.3 190 46.0 10 42.7 193 46.2
山 梨 県 103 44.8 0 45.7 10 40.7 170 45.8 30 44.3 219 46.4
長 野 県 341 57.2 0 45.7 31 46.2 200 46.0 25 43.9 372 47.2
岐 阜 県 188 49.2 2 46.9 39 48.3 300 46.9 100 49.9 536 48.0
静 岡 県 199 49.8 0 45.7 49 50.9 300 46.9 10 42.7 200 46.3
愛 知 県 396 60.0 54 77.9 88 61.0 1450 57.2 570 87.4 200 46.3
三 重 県 95 44.4 0 45.7 34 47.0 200 46.0 10 42.7 200 46.3
滋 賀 県 71 43.1 1 46.3 17 42.5 220 46.2 80 48.3 200 46.3
京 都 府 127 46.0 4 48.1 25 44.6 600 49.6 250 61.8 281 46.7
大 阪 府 392 59.8 62 82.6 93 62.3 2250 64.4 260 62.6 5212 71.9
兵 庫 県 383 59.4 5 48.7 65 55.0 1200 55.0 180 56.3 612 48.4
奈 良 県 151 47.3 11 52.2 16 42.3 300 46.9 40 45.1 146 46.0
和歌山県 61 42.6 8 50.4 24 44.4 100 45.2 15 43.1 211 46.3
鳥 取 県 67 42.9 0 45.7 17 42.5 100 45.2 30 44.3 177 46.2
島 根 県 125 45.9 0 45.7 34 47.0 110 45.2 10 42.7 210 46.3
岡 山 県 111 45.2 0 45.7 26 44.9 200 46.0 20 43.5 190 46.2
広 島 県 233 51.6 19 57.0 58 53.2 700 50.5 110 50.7 1331 52.1
山 口 県 90 44.1 1 46.3 14 41.8 200 46.0 110 50.7 190 46.2
徳 島 県 85 43.9 0 45.7 29 45.7 220 46.2 100 49.9 279 46.7
香 川 県 83 43.7 1 46.3 21 43.6 350 47.4 30 44.3 936 50.1
愛 媛 県 122 45.8 0 45.7 34 47.0 200 46.0 100 49.9 722 49.0
高 知 県 80 43.6 0 45.7 23 44.1 150 45.6 30 44.3 242 46.5
福 岡 県 351 57.7 73 89.2 90 61.5 1050 53.6 370 71.4 1791 54.4
佐 賀 県 67 42.9 2 46.9 12 41.2 100 45.2 40 45.1 175 46.2
長 崎 県 140 46.7 0 45.7 18 42.8 110 45.2 60 46.7 456 47.6
熊 本 県 76 43.4 1 46.3 38 48.0 160 45.7 150 53.9 269 46.6
大 分 県 68 43.0 1 46.3 39 48.3 100 45.2 5 42.3 269 46.6
宮 崎 県 134 46.4 0 45.7 24 44.4 100 45.2 20 43.5 210 46.3
鹿児島県 110 45.2 0 45.7 29 45.7 100 45.2 40 45.1 331 47.0
沖 縄 県 124 45.9 0 45.7 27 45.1 100 45.2 10 42.7 200 46.3

技術者測量士正会員 測量士準会員 測量士法人会員 土木学会員 土木学生会員
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図 2-3-1 技術者のローレンツ曲線 

 

表 2-3-3 技術者のジニ係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジニ係数

測量士正会員 0.41

測量士準会員 0.84

測量法人会員 0.38

土木学会員 0.62

土木学会員（学生） 0.58

技術者 0.64



17 
 

 

 

 

 

 

図 2-3-2 基幹技能士のローレンツ曲線 
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表 2-3-4 基幹技能者のジニ係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジニ係数

橋梁 0.71

トンネル 0.88

コンクリート圧送 0.72

PC工事 0.50

鉄筋 0.60

型枠 0.49

基礎工 0.72

鳶・土工 0.52

機械土工 0.46

標識・路面標示 0.49
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図 2-3-6 測量士準会員分布図 

 

 

図 2-3-5 測量士正会員分布図 
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図 2-3-7 測量士法人会員分布図 

 

 

図 2-3-8 土木学会員分布図 
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図 2-3-9 土木学会員（学生）分布図 

 

 

図 2-3-10 技術者分布図 



22 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-11 基幹技能士（橋梁）分布図 

 

 

図 2-3-12 基幹技能者（トンネル）分布図 
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図 2-3-14 基幹技能者（PC 工事）分布図 

 

 

図 2-3-13 基幹技能士（コンクリート圧送）分布図 
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図 2-3-15 基幹技能士（鉄筋）分布図 

 

 

図 2-3-16 基幹技能者（型枠）分布図 
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図 2-3-18 基幹技能者（鳶・土工）分布図 

 

 

図 2-3-17 基幹技能士（基礎工）分布図 
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図 2-3-19 基幹技能士（機械土工）分布図 

 

 

図 2-3-20 基幹技能士（標識・路面標示）分布図 
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第 3 章 

土木業に関わる費用の調査 
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3.1 調査対象の選定 

 土木業が公共性を有している特徴的な指標として，国民あるいは各都道府県民の税金に

よって賄われている土木費を選定した．第 1 章 1.1 でも言及したとおり，地域に直接的・

間接的な経済波及効果をもたらすといわれている公共投資を担う土木業界の経済に対する

影響度は大きいと考える．よって，土木費の偏在の実態を調査することは，地方の経済の

活発具合を知る事に繋がるのではないかと考え，選定するに至った． 

 また，施行県別完成高及び所在県別完成高は，調査に回答する義務が定められており，

より正確かつ土木の現場での費用の動きを直接知る事が出来るのではないかと考え，選定

に至った． 

 

 

 

3.2 調査概要 

 各県の土木費の歳出を用いて調査を行った．各県の HP にて調査を行ったが，歳出予算

額や歳出決算額，復興関連に関する内訳を統一することができなかったため，総務省統計

局統計局が実施している平成 27 年度日本統計年鑑 10)を用いた．なお，地方財政に関する

統計データの公表時期の関係上，本研究に用いたデータは平成 23 年度のものとなってい

る． 

 施行県別完成高及び所在県別完成高は，国土交通省が行っている建設工事施工統計調査

11)によって調査を行った．建設工事施工統計調査とは，昭和 31 年から，統計法に基づい

た基幹統計調査で，全国約 11 万の建設業者を対象として毎年実施している調査である．

統計法第 13 条で正確な基幹統計を作成するために，調査に回答する義務が定められてい

る．なお，この調査は，毎年度末に昨年度分の調査結果を公表している．建設業者が 1 年

間に施工した完成工事高，就業者数，付加価値額等を調査し， 建設業の実態・活動内容

を明らかにすることにより，各種の経済・社会施策 のための基礎資料を得るとともに，

企業の経営方針策定等における参考資料を提供することを目的として行われているもので

ある． 
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3.3 調査結果 

 表 3-3-1 に都道府県別の資産を示した．また，図 3-3-1 に資産に関するローレンツ曲線

を表 3-3-2 にそれらのジニ係数を示した． 

 

3.3.1 評価 

ジニ係数が最も低い値，すなわち分散傾向がみられるのものとなったのは土木費であっ

た．土木費において，全都道府県の最大値は東京都の約 8500 億円であり，最小値は香川

県の 450 億円である．約 8000 億円ほどの差があるのにもかかわらず，ジニ係数が 0.34 と

なったのは，それぞれの都道府県の規模に見合った土木費，すなわちそれぞれの階層に適

した費用が費やされていることが要因の一つではないか．反対にかねの中で最もジニ係数

が高い値となったのは所在地別完成高であるが，高くなった要因の一つとして，東京都に

本社を持つある建設会社が他県で工事を行った場合の完成高は，東京都に加算されてしま

うことにあると考えられる．これと，実際に工事が行われた都道府県に完成高が加算され

る所在地工事完成高を比較すると，こちらの方がジニ係数が低いことが解る．これらが意

味する事は，東京都や大阪府のような都市部に本社を有する企業が，他県の工事を請け負

ってしまっている事ではないか．また、両者のジニ係数を比較してより低いものとなった

施工県別完成高も表 1-1-1によれば集中傾向にあるという．これは，都市部の再開発事業

のような大規模工事が集中してしまっているためと考える． 

 いずれにせよ，費用の面から見た土木業は集中傾向にあり，本来地方に経済波及効果を

もたらすはずのものが都市部への大規模工事，都市部に本社機能を有する企業によって大

部分を占められてしまっていることが問題である．一方で総合評価入札などの地元企業が

優先されるまたは JV に入れさせるような制度も導入されてはいるが，現状はまだまだ厳

しい状況にあり，そこには地方企業と大手企業の規模，技術力，資本の差が浮き彫りにな

っているのではないか 
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3.3.2 分布評価 

 図 3-3-2 に土木費の分布図を，図 3-3-3 に施工県別完成高を，図 3-3-4 に所在地県別完

成高をそれぞれ示した．表によれば，3 指標の分布は共通する点が多くみられる．関東地

方，北海道，近畿地方，福岡県に集中がみられ，反対に四国地方，九州地方，東北地方な

どは分散がみられる．これらの 3 指標は，より公共性が高い指標の為，各都道府県の人口

や規模がそのまま影響してしまったためだと考えられる． 
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表 3-3-1 都道府県別資産 

 

都道府県 百万円 偏差値 円 偏差値 円 偏差値
北 海 道 321957 67.0 2361333 60.2 1834402 52.4
青 森 県 73776 46.6 616727 46.0 350839 47.4
岩 手 県 75973 46.8 739199 47.0 431296 47.7
宮 城 県 93026 48.2 1809749 55.7 1075229 49.9
秋 田 県 66300 46.0 397411 44.2 269308 47.2
山 形 県 66262 46.0 407119 44.3 291561 47.2
福 島 県 107508 49.4 1197531 50.7 494925 47.9
茨 城 県 143035 52.3 1230583 51.0 583431 48.2
栃 木 県 77525 46.9 772452 47.2 512746 48.0
群 馬 県 83293 47.4 797336 47.4 590029 48.2
埼 玉 県 146092 52.5 2210253 58.9 1214710 50.3
千 葉 県 122429 50.6 2131592 58.3 777971 48.9
東 京 都 846396 110.2 7372341 100.9 19989660 113.7
神奈川県 113381 49.9 2926719 64.8 1574901 51.6
新 潟 県 150056 52.9 1292313 51.5 1085301 49.9
富 山 県 93175 48.2 560265 45.5 478761 47.9
石 川 県 70059 46.3 498421 45.0 358358 47.5
福 井 県 62325 45.6 484994 44.9 293916 47.2
山 梨 県 80628 47.2 339958 43.7 188412 46.9
長 野 県 107597 49.4 823695 47.7 612716 48.3
岐 阜 県 78622 47.0 731107 46.9 624062 48.4
静 岡 県 119457 50.4 1446404 52.7 848198 49.1
愛 知 県 178351 55.2 2942213 64.9 2231122 53.8
三 重 県 86696 47.7 809047 47.5 374006 47.5
滋 賀 県 49499 44.6 549898 45.4 303858 47.3
京 都 府 72507 46.5 869803 48.0 470037 47.8
大 阪 府 237622 60.1 3654033 70.7 6100128 66.8
兵 庫 県 234431 59.8 1840616 55.9 1040416 49.8
奈 良 県 54079 45.0 334681 43.7 172314 46.8
和歌山県 78804 47.0 447882 44.6 222113 47.0
鳥 取 県 51052 44.7 218091 42.7 139719 46.7
島 根 県 85091 47.5 365675 43.9 246233 47.1
岡 山 県 63647 45.8 665441 46.4 471660 47.8
広 島 県 94292 48.3 1032498 49.4 880767 49.2
山 口 県 115547 50.0 663424 46.3 355478 47.4
徳 島 県 47502 44.4 304276 43.4 163132 46.8
香 川 県 45088 44.2 382858 44.1 349170 47.4
愛 媛 県 65813 45.9 502294 45.0 331516 47.4
高 知 県 73741 46.6 246098 43.0 151348 46.8
福 岡 県 145467 52.5 1791274 55.5 1432498 51.1
佐 賀 県 56811 45.2 380329 44.0 289381 47.2
長 崎 県 83505 47.4 449181 44.6 318007 47.3
熊 本 県 75645 46.7 569059 45.6 366945 47.5
大 分 県 73794 46.6 511156 45.1 297072 47.2
宮 崎 県 68354 46.1 451783 44.6 326297 47.3
鹿児島県 96373 48.5 668415 46.4 428827 47.7
沖 縄 県 80926 47.2 476654 44.8 331408 47.4

土木費 施行県別完成高 所在地県別完成高
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図 3-3-1 資産のローレンツ曲線 
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表 3-3-2 資産のジニ係数 

 

 

ジニ係数

土木費 0.34

施工県別完成高 0.46

所在県別完成高 0.65
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図 3-3-2 土木費の分布図 

 

 

 

図 3-3-3 施工県別完成高の分布図 
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図 3-3-4 所在地県別完成高の分布図 
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第 4 章 

土木に関する資産の調査 
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4.1 調査対象の選定 

 本研究における土木に関する資産の指標として，重機数を選定した．選定理由として，土

木業を営む企業にとって重機とは不可欠なものであり，すなわち重機の数がそのまま仕事

量に反映され，結果として各県の土木の繁栄具合に密接に関連していると考えたからであ

る．また，建設重機は，がれき処理などの災害復旧作業時に高レベルな仕事量で復旧スピー

ドをあげる．特に日本のような地震大国である国が，震災直後から効率よく復旧活動を行え

る環境づくりを進めていくことは重要である．こうした観点からも，重機数の分布の程度を

調査する必要がある． 
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4.2 調査概要 

 重機数に関する既往の調査では，各都道府県の詳細なデータを得ることが出来なかった． 

そこで国土交通省が 2 年に一度行う，建設機械動向調査を用いて各都道府県の重機数の推

定を行った．建設機械動向調査とは，統計法（平成 19年法律第 53号）に基づく一般統計調

査として経済産業省と国土交通省が共同で実施しているもので，建設業等の建設機械の保

有の現況並びに流通現況の実態を明らかにし，建設機械需要の予測，災害復旧の対応能力の

推定等を行い，把握することを目的としている．しかし，建設機械動向調査では，地方ごと

の建設機械保有台数が公表されるのみで，各都道府県の保有建設重機数が把握することが

出来ない．そこで本研究では，各都道府県の建設事業所数，建設業従業者数，土木工事受注

高の比率から推定を試みた．本第 4 章末尾に推定に至る際に用いた図表を地方ごとにまと

めた．なお，北海道及び沖縄は建設機械動向調査においては，それぞれ北海道地域，及び沖

縄地域として扱われているため，そのままの値を用いた． 

 

 北陸地方  図 4-2-1，図 4-2-2 及び表 4-2-1，表 4-2-2 

 関東地方  図 4-2-3，図 4-2-4 及び表 4-2-3，表 4-2-4 

 近畿地方  図 4-2-5，図 4-2-6 及び表 4-2-5，表 4-2-6 

 中国地方  図 4-2-7，図 4-2-8 及び表 4-2-7，表 4-2-8 

 四国地方  図 4-2-9，図 4-2-10 及び表 4-2-9，表 4-2-10 

 九州地方  図 4-2-11，図 4-2-12 及び表 4-2-11，表 4-2-12 

 東北地方  図 4-2-13，図 4-2-14 及び表 4-2-13，表 4-2-14 

 

 建設機械動向調査より推定を行い得られた各都道府県の保有建設重機数をもとに，ロー

レンツ曲線よりジニ係数を算出した． 
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4.3 調査結果 

 表 4-3-1 及び図 4-3-1 に都道府県別の建設重機保有台数を示した．また，図 4-3-2 に建設

重機保有台数に関するローレンツ曲線を示した．建設重機保有台数に関するジニ係数は，

0.45 となった． 

 

 

4.3.1 評価 

 他都道府県と比べ，多くの事業が集中する東京都に推定重機数も集中していることがわ

かる．他県に関しては，やはり主要都道府県には多少の集中がみられるが，東京への集中の

大きさは莫大である．建設事業所数，建設業，従業者数，土木工事受注高の比率を用いてい

ることによる事業規模の関係や，受注高の大きさから大手企業との因果関係が要因の一つ

となっているとも考えられる．ジニ係数は 0.45 となり，比較的高い値となった． 

 

 

 

 

 

4.3.2 分布評価 

 図 4-3-3 に建設重機保有台数の分布図を示した．図によれば大都市に集中傾向がみられる

ことがわかる．しかし，石川や青森のように県別の人口，規模の割に重機数を多く保有して

いる県がある事が特徴といえるのではないか．雪が多く降る地域や防災意識の高い県が比

較的多くの重機数を保有しているためであると考えられる． 
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図 4-2-1 北陸地方の想定 
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図 4-2-2 北陸地方の建設重機推定保有台数 
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図 4-2-3 関東地方の想定 
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図 4-2-4 関東地方の建設重機推定保有台数 
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図 4-2-5 近畿地方の想定 
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図 4-2-6 近畿地方の建設重機推定保有台数 
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図 4-2-7 中国地方の想定 
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図 4-2-8 中国地方の建設重機推定保有台数 
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図 4-2-9 四国地方の想定 
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図 4-2-10 四国地方の建設重機推定保有台数 
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図 4-2-11 九州地方の想定 
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図 4-2-12 九州地方の建設重機推定保有台数 
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図 4-2-13 東北地方の想定 
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図 4-2-14 東北地方の建設重機推定保有台数 
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表 4-3-1 都道府県別建設重機保有台数 

都道府県 台 偏差値
北 海 道 62826 76.1
青 森 県 18842 51.6
岩 手 県 14583 49.2
宮 城 県 28107 56.8
秋 田 県 11810 47.7
山 形 県 10394 46.9
福 島 県 14079 49.0
茨 城 県 8318 45.7
栃 木 県 7915 45.5
群 馬 県 6835 44.9
埼 玉 県 15353 49.7
千 葉 県 14292 49.1
東 京 都 107033 100.7
神奈川県 23061 54.0
新 潟 県 3206 42.9
富 山 県 7338 45.2
石 川 県 29453 57.5
福 井 県 11449 47.5
山 梨 県 10486 47.0
長 野 県 12691 48.2
岐 阜 県 16437 50.3
静 岡 県 45942 66.7
愛 知 県 8912 46.1
三 重 県 6989 45.0
滋 賀 県 5229 44.0
京 都 府 7033 45.0
大 阪 府 43199 65.2
兵 庫 県 18698 51.5
奈 良 県 2603 42.6
和歌山県 4052 43.4
鳥 取 県 3072 42.8
島 根 県 6337 44.6
岡 山 県 10314 46.9
広 島 県 20973 52.8
山 口 県 10265 46.8
徳 島 県 6671 44.8
香 川 県 7973 45.6
愛 媛 県 10261 46.8
高 知 県 7461 45.3
福 岡 県 27533 56.4
佐 賀 県 6495 44.7
長 崎 県 9070 46.2
熊 本 県 11171 47.3
大 分 県 8137 45.6
宮 崎 県 7924 45.5
鹿児島県 11097 47.3
沖 縄 県 8044 45.6

建設重機保有台数
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図 4-3-2 建設保有台数のローレンツ曲線 
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図 4-3-3 建設保有台数の分布 
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第 5 章 

ジニ係数の評価 
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5.1 他業種との比較 

 他業種と土木業のジニ係数を表 5-1-1 にまとめた．人材に関するジニ係数は，土木が軒

並み高い値となっており，測量士正会員，測量士法人会員を除いたすべての指標で医療の

ジニ係数を超えた値となった．人材のジニ係数平均値は，土木が 0.6，医療が 0.38 となっ

ており，非常に大きな差が出ていることが解る．また，費用に関するジニ係数は，医療が

非常に低い値となっていて都道府県に適切に分散している．一方，土木は平均値が 0.48 と

なっており，こちらも大きな差が出ていることが解った．また，資産のジニ係数は，土木

が 0.45 となったのに対し，医療は平均値が 0.35 となった．やはり土木が僅かではあるが

大きい値となった． 

 土木と同程度の公共性を有している医療との比較を行った結果，人材・費用・資産のほ

ぼすべてにおいて土木のほうが集中傾向にあることを示しており，さらに総平均でも土木

が 0.57 であったのに対し，医療が 0.30 と，土木がかなりの集中傾向にある事が解った． 
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測量士正会員 0.41
測量士準会員 0.84
測量士法人会員 0.38
土木学会員 0.62
土木学会員（学生） 0.58
技術者 0.64
橋梁 0.71
トンネル 0.88
コンクリート圧送 0.72
PC工事 0.50
鉄筋 0.60
型枠 0.49
基礎工 0.72
鳶・土工 0.52
機械土工 0.46
標識・路面標示 0.49

土木費 0.34

施行県別完成高 0.46
所在地県別完成高 0.65

病院数 0.37

救急車 0.32

平均 0.57 0.30

人材

費用

資産

土木

医師数

救急隊員

医療費

建設重機保有台数 0.45

医療

0.45

0.31

0.06

表 5-1-1 ジニ係数の比較 
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6.1 結論 

 本研究では，公共投資による経済の活発化を担う土木事業の貢献度は大きいと考え，土

木業界の一極集中性の現状を，ジニ係数を用いて調査し，他業種との比較を行った．その

結果，土木業は同程度の公共性を有する医療と比較しても非常に大きな集中をしているこ

とが解った．前述のとおり，土木業は地域に直接的・間接的な経済波及効果をもたらすと

いわれており，公共投資を担う土木業界の経済に対する影響度は大きいため，土木業本来

の，経済の活発化を担う働きをなしていないのである．さらに，経済と地域格差は密接に

関連していることから，土木業が集中性を有している限り，今後さらに地域格差が広がっ

ていく可能性がある． 

 続いて，社会基盤の維持更新・災害対応力の確保・地域の担い手の継続的な確保の観点

の 3 つの観点から言及する．社会基盤の維持更新を行うためには，技術者をはじめとする

人材，工事を行うための費用，及び資産などの土木業の総合的な力が適切に分布している

ことが不可欠である．今後，社会基盤の維持更新の必要性が叫ばれる中で，土木業の集中

が続くようであれば，管理が追い付かなくなってしまい，安全性を害する可能性がある．

また，災害時には，人命が関わる啓開作業及び長期的な復興のためにも，土木業の位置づ

けは非常に大きい．土木業が集中してしまっている現状では，地方で災害が起きた場合，

こちらもまた人命にかかわる事態となり得るのではないか．さらに地域の継続的な確保の

観点からも，本来であれば土木の教育及び研究を遂行する力が必要となってくるが，それ

らは都市圏に集中傾向にある． 

 以上の事から，土木業の集中を是正することは急務である． 
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